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検察庁の人的体制の充実強化について

平成１５年１月２１日

法務省刑事局

１ 司法制度改革審議会意見（平成１３年６月１２日）

・ 検察官の大幅な増員

， 。全体としての法曹人口の増加を図る中で 検察官を大幅に増員すべきである

・ 検察事務官の適正な増加

検察官が，十分にその機能・役割を果たしうるためには，いわばスタッフと

してこれを支える検察事務官等の検察庁職員の体制の充実・強化も不可欠であ

ることから，これら関係職員の質，能力の向上を一層推し進めるとともに，そ

の適正な増加を図っていく必要がある。

２ 検察庁の人的体制の現状 －定員の推移－

・ 司法制度改革に伴う増員要請と行政改革に伴う定員削減要請

平成８年度～同１１年度 平成１２年度～同１４年度

検 事 １３１人増員 １１０人増員

（ 人→ 人） （ 人→ 人）1,173 1,304 1,304 1,414

検事以外の ７１人増員 ６３人減員

検察庁職員 （ 人→ 人） （ 人→ 人）9,542 9,613 9,613 9,550

(行政職（二）

職員を除く)

（注１）平成８年～同１１年度，平成１２年～同１４年度における各増減は，平成７年
度と同１１年度，同年度と同１４年度の各予算定員を比較したもの。

（注２）行政職（二）職員とは，機械の運転操作や庁舎の監視などに従事する職員。

３ 平成１５年度要求の結果【資料１】

・ 検事３９人，検察事務官８６人の増員が認められ，国家公務員の定数削減が

， ， （ （ ）政府方針となっている中でも 検事３９人 検事以外の検察庁職員 行政職 二

職員を除く）３人の純増が認められた。

， ， （ ，※ 検事については 平成８年度以降 累積で２８０名の増員が図られた １

１７３人→１，４５３ 。）】

※ 検事以外の検察庁職員（行政職（二）職員を除く）の純増は平成１１年度
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以来のことであり，司法制度改革の推進という強力な後ろ盾により，一定の

成果が得られたものと考えられる。

４ 検察の役割の増大

（１）事件数の飛躍的増大

【資料２】・ 刑法犯の受理件数及び公判請求数の増加

平成８年から平成１３年までの間に，検察庁における刑法犯の受理件数が

４割増加し，これに伴い公判請求件数についても３割以上増加している。

【資料３】・ 検察官認知件数の増加

（２）事件の複雑・困難化

・ 治安根幹侵害型犯罪の増加【資料３，４】

殺人等の凶悪事件や来日外国人犯罪，組織犯罪等，我が国の治安の根幹を

揺るがしかねない犯罪が多発している。

・ 犯罪の多様化【資料５】

近時の犯罪は，ハイテク犯罪やＤＶ犯罪など，多様化・複雑化が進んでい

る上，金融・民商事に係わる犯罪など，捜査処理に専門的かつ高度な法律的

判断を必要とする事項が増加している。

・ 大規模化する財政経済・特捜犯罪

行政改革・規制改革が目的とする公正で自由な競争を阻害し，ルールの透

明性を侵害する財政経済犯罪や，中央・地方の汚職事件など国民の社会的公

平感を阻害する犯罪が続発しているところ，企業の大規模化に伴い，その犯

罪構造も大規模化・複雑化している。

（３）公判遂行の困難化

・ 公判の充実・迅速化の要請

※ さいたま本庄殺人事件：検事２人から４人を専従させることにより，

検察官立証分は平均週３回の開廷という集中審理を実現した。

・ 否認事件の増加，弁護活動の活発化

５ 内部努力の限界

・ 慢性的な人員不足

・ 公判の充実・迅速化への対応の限界

６ 増員の必要性【資料６】

（１）現状に対応するための増員



- 3 -

・ 警察送致事件，告訴・告発事件の捜査体制の充実強化

・ 特捜・財政経済事件捜査体制の充実強化

・ 公判の充実・迅速化への対応

（２）今後導入予定の制度に対応するための増員

・ 裁判員制度導入に伴う捜査・公判体制の充実強化

裁判員制度が導入された場合には，法廷における証言を中心として，国民

に分かりやすい立証を行うことが必要となる。

→ 公判の事前準備及び公判立会作業が増加するのみならず，検察官が行う

捜査事項も増加するものと見込まれる。

（３）検察事務官の増員の重要性【資料７】

７ まとめ

司法制度改革審議会意見を受けて，司法制度改革推進計画においても，検察官

の大幅増員，検察事務官等の適正な増加が政府の方針として示されたことを踏ま

え，今後も，検察体制の充実強化が図られるよう，最大限努力してまいりたい。



（資料１）

平成１５年度増員査定について

法 務 省

◎ 増員要求
検 事 ５０人

検察事務官 １２２人（定員振替を含む ）。
○ 増員の理由
・ 刑事裁判の充実・迅速化のための体制の確立

・ 特捜・財政経済事犯処理体制の充実強化
・ 治安を脅かす国際組織犯罪処理体制の充実強化

◎ 査定
検 事 ３９人

検察事務官 ８６人（定員振替を含む ）。

◎ 計画削減

（ ）検察事務官等 １０９人 うち２６人は行政職(二)職員

◎ 純増数
検 事 ３９人
検事以外の検察庁職員 ３人（行政職(二)職員を除く）

（参考）
平成１４年度

◎ 査定
検 事 ３９人
検察事務官 ９０人（定員振替を含む ）。

◎ 純増数
検 事 ３９人
検事以外の検察庁職員 ▲１２人（行政職(二)職員を除く ）。
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